
事 業 名 農用地総合整備事業 区 域 名 泉州東部 都道府県名 大阪府
せ ん し ゆ う と う ぶ

関係市町 堺市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、河内長野市、和泉市、泉南市、泉南郡熊取町
さ か い し き し わ だ し か い づ か し い ず み さ の し か わ ち な が の し い ず み し せ ん な ん し せ ん な ん ぐ ん く ま と り ち よ う

【事業概要】
本区域は、大阪府の中南部に位置し、北西部は大阪湾、南部は和泉山地に囲まれている都市

い ず み

近郊農業地帯である。
大阪市近郊の立地条件を生かし、畑作を中心とした営農が行われているが、既耕地は未整備

で、水田、畑及び樹園地が錯綜しているため農業生産性は低い。また、本区域の交通体系は、
農産物の流通及び農業施設間を有効に結ぶ等の基幹的道路網の整備が遅れている。

このような状況を改善し、農業生産の安定向上のため、農用地及び農業用道路の整備を早急
かつ総合的に実施し、高生産性農業の確立を図るとともに、農産物等の流通の迅速化を図り、
地域の活性化に資する。

受益面積：4,309ha（水田：2,344ha、普通畑：1,922ha、その他：43ha）（平成18年現在）
受益戸数：8,173戸（平成18年現在）
主要工事：区画整理 82ha

客 土 5ha
農用地造成 14ha
農業用道路 13.7km

事 業 費：29,700百万円（決算額）
工 期：平成９年度～20年度（第3回計画変更:平成18年度、完了公告：平成20年度）
関連事業：地方道改修事業 2.9km

一般農道整備事業 2.6km
※関連事業の進捗状況：12％（平成26年度時点）

（用語解説）

本区域：農用地総合整備事業「泉州東部区域」の受益地

本地域：堺市、岸和田市、貝塚市、泉佐野市、河内長野市、和泉市、泉南市、泉南郡熊取町

【評価項目】
１ 社会経済情勢の変化
（１）地域における人口、産業等の動向

①総人口の動向
本地域の総人口は、平成７年の1,552千人から、平成22年で1,639千人となり、5.6％(87

千人)増加し、大阪府全体の18％を占めている地域となっている。大阪府全体では、平成
７年の8,797千人から、平成22年で8,865千人となり、0.8％(68千人)の微増となっており、
本地域は府内でも人口増加が著しい地域である。

【人口】
区分 平成７年 平成22年 増減 増減率

総人口 大阪府 8,797千人 8,865千人 68千人 0.8％
本地域 1,552千人 1,639千人 87千人 5.6％

（出典：国勢調査）

②就業就労人口の動向
産業別の構成をみると、第１次産業従事者の就業人口は、平成７年の9,193人から、平

成22年で6,725人となり、27％(2,468人)減少し、平成22年の大阪府全体に占める割合は35
％(6,725人/19,228人)となっている。

また、第２次産業従事者の就業人口は、平成７年の244千人から、平成22年で161千人と
なり、34％(83千人)減少している。

一方、第３次産業従事者の就業人口は、平成７年の475千人から、平成22年で481千人と
なり、１％(6千人)増加している。



【産業就労人口】
区分 平成７年 平成22年 増減 増減率

割合 割合
第１次産業 大阪府 27,929人 0.6％ 19,228人 0.5％ △8,701人 △31%

本地域 9,193人 1.1％ 6,725人 1.0％ △2,468人 △27%
第２次産業 大阪府 1,449千人 33％ 867千人 23％ △582千人 △40%

本地域 244千人 34％ 161千人 23％ △83千人 △34%
第３次産業 大阪府 2,843千人 64％ 2,622千人 69％ △221千人 △8%

本地域 475千人 65％ 481千人 69％ 6千人 1%
（出典：国勢調査）

（２）地域農業の動向
①耕地面積の動向

本地域の耕地面積は、平成７年の6,351haから、平成22年には5,273haとなり、17％
(1,078ha)減少し、大阪府全体に占める割合は38％(5,273ha/13,810ha)となっている。

②農家数及び基幹的農業就業人口の動向
本地域の農家戸数は、平成７年の10,654戸から、平成22年には9,071戸となり、15％

(1,583戸)減少している。
基幹的農業就業人口は、平成７年の5,878人から、平成22年には4,341人となり、26％

（1,537人）減少している。うち65歳以上が占める割合は平成７年の47％（2,744人）から、
平成22年には59％（2,542人）となり、高齢者数は減少（202人）しているが、高齢者の
割合は12ポイントの増加している。

③経営耕地面積（販売農家）の動向
販売農家の経営耕地面積は平成７年の3,164haから、平成22年には2,307haとなり、27％

（857ha）減少している。
販売農家１戸当たり平均経営耕地面積は平成７年の0.6ha／戸から、平成22年には0.7ha

／戸となり、17％（0.1ha／戸）の増となっている。
④認定農業者の動向

認定農業者については、平成21年の1,708人から平成24年には1,946人となり、14％
（238人）の増加となっている（大阪府調べ）。
⑤農業産出額の状況

本地域内市町で比較できないものの、大阪府全体の農業産出額が平成７年の503億円か
ら、平成22年には328億円となり、35％（175億円）減少している。

⑥耕作放棄地の推移
地域の総農家の耕作放棄地は平成７年の255haから、平成22年には365haとなり、43％

(110ha)増加している。販売農家の耕作放棄地は、平成７年の140haから、平成22年には12
7haとなり、9％(13ha)減少している。

区分 平成７年 平成22年 増減 増減率
耕地面積 6,351ha 5,273ha △1,078ha △17%
経営耕地面積（販売農家） 3,164ha 2,307ha △857ha △27%
総農家戸数 10,654戸 9,071戸 △1,583戸 △15%
基幹的農業就業人口 5,878人 4,341人 △1,537人 △26%

うち65歳以上 2,744人 2,542人 △202人 △7%
(65歳以上の割合) 47% 59% 12ﾎﾟｲﾝﾄ

戸当たり経営耕地面積 0.6ha／戸 0.7ha／戸 0.1ha／戸 17%
農業産出額（大阪府） 503億円 328億円 △175億円 △35%
耕作放棄地（総農家） 255ha 365ha 110ha 43%
耕作放棄地（販売農家） 140ha 127ha △13ha △9%

（出典：農林水産統計年報、農林業センサス）

（３）地域農業をめぐる近年の動向
①作付作物の動向

本地域では、府内特産品である泉州水なす、泉州たまねぎ等に加え、しゅんぎくなど
の軟弱野菜、いちご、みかん等の多品目の栽培が行われており、さらに、安全安心な「大
阪産（もん）」として、ネット販売や農産物直売所での販売を通して、地産地消の取組が
進められている。



②新規就農者の動向
本地域では、Ｕターン・Ｉターンによる新規就農者が見られる。
区画整理を実施した農地では、区画の拡大・整形に加え、どの圃場も耕作道に面してい

ることから、作業効率が大きく向上し、新規の就農者が見られる。
③企業参入の動向

本地域では、施設栽培及び農家等との契約栽培によるカット野菜の加工・販売等を核と
した企業参入が見られる。

④地産地消、都市農村交流の動向
本地域では、農産物直売所や農業体験交流施設の整備が進められ、地域農産物の新たな

販売・流通経路が確立されるとともに、複数の農家が管理者となって運営する観光農園
や体験農園の展開など、地産地消や都市農村交流を通じた農業者の経営改善に向けた取
組が進展している。

⑤多面的機能支払交付金の動向
本地域では、多面的機能支払交付金（旧農地・水保全管理支払交付金）を活用した地域

共同による農地・農業用水等の保全管理と農村環境の保全向上の取組が行われている。

２ 事業により整備された施設の管理状況
農業用道路は、各路線の道路管理者である和泉市、岸和田市、貝塚市、泉南市により適切

に管理されている。また、地元自治会による法面部の草刈りや花の植生等が行われている。

３ 費用対効果分析の算定基礎となった要因の変化
（１）作物生産効果

①作付面積
事業計画と評価時点を作付作物別に見ると、いも類（さといも）については計画を下回

っているが、果菜類（水なす、えんどう）、葉茎菜類（キャベツ）については、計画を上
回る作付がされている。
また、キャベツ、たまねぎ等で裏作の増加が見られるとともに、いちご等が新たに作付

けされている。
【作付面積】 （単位：ha）

区 分 事業計画 (平成18年) 評価時点
現況(平成18年) 計 画 （平成26年）

水稲 30 23 41
水なす 4 12 14
えんどう - - 17
さといも 1 12 3
いちご - - 2
キャベツ 0 13 18
たまねぎ 0 7 6
だいこん - - 8

（出典：事業計画書、森林整備センター調べ）
②生産量

葉茎菜類（キャベツ）については、作付面積や単収が計画を上回っているため、生産量
も増加している。水稲は、作付面積、単収が増加しており、生産量も事業計画を上回っ
ている。
【生産量】 （単位：ｔ）

事業計画 (平成18年) 評価時点
区 分 現況(平成18年) 計 画 （平成26年）

t/ha t/ha t/ha
水稲 144 4.8 114 4.9 203 5.0
水なす 328 82 984 82 946 67.1
えんどう - - - - 132 7.8
さといも 23 22.3 229 22.3 48 17.4
いちご - - - - 32 14.4
キャベツ - - 557 43 823 45.5
たまねぎ - - 327 51 272 46.2
だいこん - - - - 317 39.6

（出典：事業計画書、森林整備センター調べ）



③生産額
キャベツについては、作付面積や単収、単価が計画を上回っているため、生産額も増加

している。一方、水稲、水なすは、単価が計画を下回っているが、作付面積が上回って
いるため、生産額は増加している。
【生産額】 （単位：千円）

事業計画 (平成18年) 評価時点
区 分 現況(平成18年) 計 画 （平成26年）

千円/t 千円/t 千円/t
水稲 30,384 211 24,054 211 41,130 203
水なす 135,792 414 407,376 414 296,221 313
えんどう - - - - 365,418 2,770
さといも 3,703 161 36,869 161 10,160 213
いちご - - - - 31,286 988
キャベツ - - 41,775 75 81,478 99
たまねぎ - - 24,852 76 22,069 81
だいこん - - - - 22,165 70

（出典：事業計画書、森林整備センター調べ）
（２）営農経費節減効果

本事業により、10ａ区画の狭小なほ場から20～50ａ程度の区画に整備されるとともに、
水田にあっては用排水が分離され、機械作業の効率化や水管理作業の軽減が図られた。

これにより、水稲については労働時間、機械経費とも減少している。

区 分 事業計画 (平成18年) 評価時点
現況(平成18年) 計 画 （平成26年）

水稲 労働時間 770時間/ha 312時間/ha 313時間/ha
機械経費 927千円/ha 242千円/ha 241千円/ha

たま 労働時間 2,160時間/ha 663時間/ha 663時間/ha
ねぎ 機械経費 1,129千円/ha 1,019千円/ha 1,018千円/ha

（出典：事業計画書、森林整備センター調べ）

（３）営農に係る走行経費節減効果
営農に係る走行経費節減効果は、事業計画と評価時点を比較すると、効果額は201百万

円/年で、当初の想定よりも564百万円/年下回っている。
大阪府は１戸当たりの経営耕地面積が全国平均と比べると小さいうえ、都市部に近接し

ていることから、農家自身による販売先の確保が容易であり、そのため、地域の農産物に
ついては、農協による共選共販のほか、自主流通による販売が盛んである。

また、近年はこれまでの農産物流通に加えて、新鮮で安全・安心なものを求める消費者
ニーズを背景に、大規模な農産物直売所の開設が相次いでいる他、直接、消費者と取引す
るネット通販に取り組む農家も出てきており、流通形態が多様化している。

こうした背景から、農業関連施設については、既存施設の活用に重点が置かれ、広域的
な拠点施設の整備には至っていない。関連事業については、全長5.5kmのうち実施中を含
めて1.9kmの整備となっている。

そのため、現在は、沿線の農地への通作や農業用関連施設・農産物直売所への出荷にお
いて、交通経費の軽減が図られている。

（４）一般交通走行経費節減効果
一般交通走行経費節減効果は、事業計画と評価時点を比較すると、効果額は646百万円/

年で、当初想定よりも197百万円/年上回っている。
本事業により新たに農業用道路が整備され、通作等の農業利用の他、既存道路の迂回路

としての利用や地域住民の生活道路としての活用が図られている。
農業用道路の整備後、周辺に市民農園やいちご摘み取り農園等の観光農園が整備され、

地域を訪れる者の増加や、コミュニティバスの巡回ルートとして都市部や周辺集落を結ぶ
交通網が形成された。

これにより、平成14年に周辺道路において実施した交通量調査をもとに算定した農業用
道路への推定流入交通量は和泉工区付近で、乗用車換算で1,082台／日としていた。事業
完了後の交通量調査による和泉工区の流入交通量は、917台／日となった。



また、林業経営では農業用道路の整備によって下草刈り、間伐、資材運搬等の森林管理
作業が効率的に行えるようになった。

４ 事業効果の発現状況
（１）農業生産にかかる効果

①作付作物の多様化
本事業で、区画の拡大、客土等を行うことにより農地の汎用化が図られるとともに耕作

道や農業道路が整備されたことから、キャベツ、たまねぎ等24haの裏作の増加や、えんど
うの作付増が見られる等、作付体系の変化が見られた。

整備された農地ではハウス施設の導入が可能となり、小川西団地、阿間河滝団地ほかで
こ がわにし あ ま が たき

施設栽培が新たに導入され、いちご、軟弱野菜等の生産が可能となり、新鮮な農産物を求
める消費者のニーズに応えている。

また、馬場団地では整備により伝統野菜である馬場なすの生産の場が確保され、その継
承に貢献している。

②営農労力の軽減
本事業で、区画整理、農用地造成及び耕作道の整備の実施を通じて、機械等の利用、共

同化や水管理作業が容易になったことによりほ場作業の効率化が実現された。
受益者を対象としたアンケート結果では、「ほ場の作業が効率化され、耕起や収穫等の

作業が楽になった。」との回答は86％であった。
また、「農業機械の大型化、共同利用が図られるようになった。」との回答が51％、「土

地の賃貸借や作業受委託が容易になった。」との回答が53％であった。
受益者への聞き取りでは、「農家の高齢化が進む中、ほ場が整備され、耕作道及び用排

水路が整備されたことから、中型機械による営農が進み農作業が容易となった。」、「整備
された区画の広いほ場であり、耕作道による出入りや用排水路による水管理が容易であり、
借地条件として適した農地である。」という回答があった。

③担い手への農地の集積
本事業で区画の拡大、農地の権利関係が整理され、土地の賃貸借や作業受委託が容易に

なったことに加え、大阪版認定農業者制度や大阪府みどり公社との連携による農地の利用
権設定が進められ、農地の流動化が図られた。

利用権設定により営農を行っている企業への聞き取りでは、「整備されたほ場は、施設
栽培の導入に適しており探して借りている。」、「企業展開を行うにあたっては農地の取得
の外にかんがい用水、従業員等の手洗いなどの洗浄水が必要であり、本区域にはかんがい
用水の整備があることも取得の一因となった。」という回答があった。

④農産物等の集出荷に係る労力の軽減
本区域は、泉州水なすや泉州たまねぎ等のブランド農産物があり、都市近郊の立地条件

を活かした軟弱野菜、果樹（みかん、ブルーベリー等）の生産が盛んに行われている。
農用地整備を行った団地に接する和泉工区や泉南工区では、農業用道路の整備によりト

ラックによる輸送が可能となり、農業関連施設や農産物直売所等への集出荷が容易となっ
ている。

（２）事業による波及効果
①法人等の参入の進展

本事業で整備した農業団地では事業を契機とした法人化が進むとともに、整備された農
地を利用した施設栽培に取り組む企業の参入や大阪府の準農家制度を活用したＵターン・

Ｉターン者による新規就農も見られる。また、善 正団地や阿間河滝団地に新規に参入し
ぜんしよう あ ま が たき

た企業は、社会福祉法人格を取得し障がい者就労支援に取り組んでおり、農業と福祉の連
携が見られる。

②６次産業化の取組
本地域で生産された農産物については、地元企業と連携し、カット野菜、漬け物等に加

工され、自主流通や農産物直売所等で販売されている。
具体的には、地域特産である水なすについては、生産拡大に伴いＪＡの他、農家により

浅漬けに加工され、地域内の直売所のほか全国に出荷されている。



また、たまねぎの２等品の有効利用として、ドレッシング、インスタントスープに加工
され、農産物直売所、インターネット販売の他、ふるさと納税の特典として利用されてい
る。

この他、団地内に新たにできたいちご団地では、地域の女性農家等で構成される団体と
連携し、いちごをジャムに加工し直売所で販売する取組も進められている。

③都市農村交流等への貢献
本区域は、豊かな自然環境に恵まれ、大阪都心部に近い農業地帯となっていることから、

農業公園、観光農園、市民農園、農業体験施設、自然に親しむレクリエーション施設が多
く存在する。これら施設に訪れる多くは自家用車や観光バス等を利用して移動している。

整備された農地である小川西団地では、観光客を対象としたいちごの観光農園を開設し
たところ、関西国際空港を経由した海外の観光客をターゲットとした観光ルートの一部に
もなっており、国内外を含めて来訪者は年間約20,000人に達している。

また、大阪府では、本地域関係団体と連携し、本区域で整備された貝塚工区を利用した、
「奥貝塚農と緑のゆったりウォーク」と題して、地域にある都市農村交流施設を繋ぐウォ
ークラリーイベントを開催しており、毎年1,000人程度の参加がある。

受益者を対象としたアンケートでは、道の駅、観光施設、お祭りに「行きやすくなった」
との回答が52％、「来るお客さんが増えた」に対して44％であった。

④耕作放棄の防止への寄与
受益者を対象としたアンケートでは、「もし農用地整備を実施していなかったら、現在

どうなっていたか」との質問に対し、「耕作放棄地となっていただろう」との回答が全体
の24％であった。また、「整備された農地は10年後にどうなっているか」の質問に対し、「耕
作放棄地になるだろう」との回答が９％にとどまり、農地の整備は耕作放棄の防止に一定
程度効果があったものと考えられる。

山間部受益者聞き取り調査では、「従前の土地は斜面を利用した樹園地と小規模な畑だ
ったが、区画が整理され、施設が導入出来る等、営農に劇的な変化があった。」、「農用地
整備とあわせて整備された農業用水のメリットは高く、地域での営農のほか、観光農園施
設利用者にも必要な施設である。」、「農業用道路や耕作道の整備がされたことにより、徒
歩による小規模な営農しか出来なかった地域にトラックによる通作ができるようになっ
た。仮に今でも斜面の畑のままであったなら、この地域に住んで、農業を続けていること
はなかったと思う。」という回答があり、当該事業が地域にもたらした耕作放棄防止の効
果は高いと考えられる。

⑤生活環境の改善
本事業で整備した農業用道路は、地域住民の通勤・通学・通院・買い物などや、地域間

の人・もの・情報の往来に利用しており、日常生活の利便性の向上や地域の活性化に寄与
している。

また、農業用道路貝塚工区は、豪雨時の緊急交通路に指定され利用が図られている。
受益者を対象としたアンケートでは、生活利用分野（「隣接市町等への移動が容易にな

った」、「通勤・通学・通院・買い物などの日常生活の利便性が向上した」）に対して51％、
緊急災害時利用分野（「災害・消防・警察などの緊急車両の利便性が向上した」、「救急、
震災等の非常時に別ルートとして利用できる安心感がある」）に対して57％の回答があっ
た。

また、受益者の聞き取り調査によると、農業用道路により集落間の往来が容易となり、
集落内外から人が来るようになったため、情報も多く入るようになり、地域の活性化に貢
献している。

⑥森林管理作業の効率化の実現
地域は、人工林率が高く森林の荒廃が少ない府内有数の林業地帯であり、農業用道路が

スギ等の民有林の中を通過している区間では、下草刈り・間伐・運搬等の森林管理作業が
容易となった。

また、大阪府は間伐材利用を推進しており、地域では作業の効率化と相まって間伐材の
利用が増加している。

受益者を対象としたアンケートでは、「山仕事や竹林への移動が容易になった。」に対
して、山間部の回答者の68％が「そう思う」、「ややそう思う」と回答した。



（３）費用対効果分析
効果の発現状況を踏まえ、事後評価時点の各種算定基礎デ－タをもとに、総費用総便益

比を算定した結果は、以下のとおりとなった。
総費用 51,880百万円
総便益 54,298百万円
総費用総便益比 1.04

５ 事業実施による環境の変化
農業用道路は和泉山地の麓部の櫛状になった山々を通過するもので、河川の源となる自然

景観が優れた地域である。このため、農業用道路の整備において法面を緑化するとともに、
地域に生息する小動物の生息環境の維持のため、橋梁部の河川に植生可能な護岸ブロック等
を設置した。事業完了後のモニタリング調査では小動物の生息が確認されており、特に泉南
工区では地域の子どもたちによるホタルの観察会が毎年実施されている。

また、農用地造成箇所において、ため池にカワバタモロコの生息が確認されたことから、
事業実施中には降雨等による濁水の流入から守るため一時的に保護し、工事完了後に元のた
め池に放流した結果、事業完了後のモニタリング調査で生息が確認されている。

６ 今後の課題等
（１）担い手への農地集積の推進

本区域は、戸当たり経営面積の拡大や認定農業者の増加がみられるものの、農業者の高
齢化が進んでおり、将来的には担い手が減少し耕作放棄が増大する恐れがあるため、今後
担い手への農地集積を一層推進していく必要がある。

なお、担い手への農地集積にあたっては、農地中間管理機構と連携して、条件の良い
農地をまとまった形で集積することが望まれる。

また、若手の新規就農者や企業参入が増加するよう、引き続き、農地確保の支援を継
続していく必要がある。

（２）農産物等流通の改善
農業用道路に関しては、一部の関連事業区間が未整備であることから、農産物の集出荷

においては沿線の農地における利用が中心となっている。
本区域の農業用道路は羽曳野市から河内長野市を結ぶ農道との接続が予定され、大消費

地に向けた農産物流通のルート上に本区域は位置している。
そのため、未整備となっている関連事業区間の整備を着実に進めていくとともに、泉州

水なすをはじめとしたブランド農産物や農協の共選共販体制のもとでのエコ農産物など付
加価値を高めていくことで、農業用道路を活用した更なる流通拡大が望まれる。

（３）都市農村交流等の促進
本地域では、観光農園や農業体験施設等の開設された農用地整備の団地の他、農業用道

路周辺には、観光農園、農業体験施設、農産物直売所など都市農村交流施設が多数ある。
今後、農業用道路を活用した各施設のネットワーク化を図り、地域全体の魅力向上、

活性化につなげていくことで、関西国際空港に近い立地条件を活かしたインバウンド（海
外からの観光客）効果もあわせ、来訪者の増大が期待される。

【総合評価】

（１）効果の発現状況
本事業は、狭小な既耕地の区画整理、水田、畑及び樹園地の混在地域の農用地造成、土

壌の改善を図る客土並びに営農団地等を結ぶ農業用道路の整備を総合的に実施し、高生産
性農業の確立や農産物の流通の迅速化を図ることにより、地域農業の活性化に資すること
を目的として実施されたものである。

本事業実施後、以下のことが確認された。

①農業生産の維持・向上
農用地整備により泉州水なす、たまねぎ、いちごなどの高収益作物の作付が拡大する

とともに、機械の利用等が進み、ほ場作業が効率化した。



整備した団地では担い手への農地の集積が進展し、新規就農者や法人の参入が拡大し
ている。

また、整備により営農の継続が図られるようになるとともに、農地の流動化が進んだ
ことで耕作放棄の防止に寄与している。

②農産物等流通の改善
農用地と農業用道路の整備により、トラックによる輸送が可能となったことで、周辺

の農業関連施設や農産物直売所等への出荷に係る労力が軽減された。

③事業を契機とした新たな動き
農用地の整備を契機に、参入した企業が障がい者を雇用するなど、農業と福祉の連携

が見られる。
また、整備した団地では、生産拡大した農産物を有効活用するため、ドレッシングや

ジャム等に加工して農産物直売所で販売するなど、６次産業化が進んでいる。

④活発な都市農村交流
豊かな自然環境を生かして、農業用道路周辺では観光・市民農園や農業体験施設、農

産物直売所などが多数あり、道路を活用して都市部の住民はこれらの施設を訪問しており、
都市農村交流が活発化している。

⑤生活環境等における効用の発揮
農業用道路の整備により、地域住民の通勤、通学など地域間の人・ものなどの往来が

活発となり、利便性の向上に寄与している。
その他、農業用道路が豪雨時の緊急交通路に指定され、地域住民の安全確保に寄与し

ている区間があるとともに、沿線の下草刈り・間伐・運搬等の森林管理作業が容易になる
など、農業以外でも効用を発揮している。

（２）今後の課題等
上記のように、本事業の実施により整備された農用地及び農業用道路は、事業区域の農

林業の振興に寄与し、さらに都市農村交流や６次産業化の取組が盛んになるなど事業の波
及的効果も見られるが、さらなる地域農業の発展及び地域振興のため、次の取組が必要で
ある。

①担い手には条件の良い農地をまとまった形で集積していくととともに、新規就農者等に
対しては農地確保の支援を継続する必要がある。

②未整備となっている関連事業区間については、整備を着実に進め、ブランド農産物など
付加価値を高める取組を行いつつ、農業用道路を活用した流通拡大が必要である。

③地域内にある都市農村交流施設を農業用道路を活用してネットワーク化を図り、地域全
体の魅力向上につなげ、関西国際空港に近い立地条件を活かしたインバウンド効果もあわ
せ、来訪者の増大が期待される。

【技術検討会の意見】

本事業により実施された農用地整備や農業用道路は、農業生産の安定化、高付加価値型農業
の確立に寄与し、地域の活性化に資するものと評価できる。

（農用地整備）
区画整理により規模拡大と農地集積が進み、法人化を目指す大規模経営体が現れ、仲卸業者

に対しても強い交渉力を持ちうるような状況を生み出したことは画期的である。
水稲の裏作で露地野菜（たまねぎ、キャベツ）を大規模に栽培し、ブランド化・６次産業化

に積極的に取り組む農家の存在は、他の担い手農家のみならず地域の若者にも良い影響を与え
るものとなっている。



山間部に造成された団地においては、いちご狩りのできる観光農園や区画貸しの市民農園が
整備され、遠方から多くの利用者が訪れるとともに、新たな雇用が生まれている。また、耕作
道や農業用水の供給施設が適切に整備されており、農作業が効率的に行われている。

（農業用道路）
地域において、海岸沿いの都市部では道路網が充実しているものの、山間部においては基幹

的道路網の整備が遅れており、本事業で整備された農業用道路により、都市農村交流が活発に
行いうる基盤が整ったといえる。

将来的には南河内地域から泉州地域に至る基幹的農道網の完成により、一層の経済効果の発
現が期待できる。

道路の整備により、豊かな自然がより身近なものとなり、都市部の住民に対して、泉州地域
の新しいライフスタイルを提案しうる可能性も見出された。

さらに、近隣の直売所において地域の特産品（泉州水なす・泉州たまねぎ等）の販売が増加
し、地域の市町を含めた地産地消が促進され、新たな経済活動が誘発されている点は高く評価
できる。

加えて、南海トラフ巨大地震等の災害が懸念される中で、地域の山側を走る農業用道路は、
地域住民の避難路や支援物資の輸送路として、地域の安全確保にも貢献すると考えられる。

（事業効果のより一層の発現に向けて）
① 本地域は、大消費地（大阪）に近く、周辺人口の増加も見られており、今後多くの人を呼
び込む潜在力を有している。

その実現には、観光や農業体験に関して誰がどのようなニーズを持っているのか適切に把
握し、それをうまくマッチングさせること、食育も含めて親子や複数世代が楽しみながらで
きる新たな農業との関わり方を見出していくことが必要であると考える。

② 本地域の魅力を積極的に発信することにより、他地域からの定住者や新規就農者の拡大が
期待される。

③ 本地域は、関西国際空港の玄関口に位置し、海外からの観光客も農産物販売や農業体験の
貴重な顧客になると考えられ、そのインバウンド効果が今後ますます見込まれる。

そこで旅行代理店やＪＡ等の関係機関との協力を深めることと同時に、海外からの観光客
に泉州地域の農産物の良さを知ってもらい、消費につなげることが重要である。
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